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1.はじめに
消費財業界において顧客データをベースにメー
カーと流通業の協働が新たな局面にはいりつつあ
る｡小売業においてカード･プログラム(ポイン
ト･プログラムなど)が普及し,そこから得られ
る顧客データを小売業とメーカーの双方でマーケ
テイングに活用しようとする段階にはいりつつあ
る｡本論は,まず,小売業がカード･プログラム
によって,従来の顧客獲得マーケテイングから顧
客維持のマーケテイングに転換し,カスタマー･
リレーションシップ･マネジメント(CRM)を
展開しつつあることを明らかにする｡つぎに,
メーカーと小売業がこれらの顧客データを協働で
利用することが双方のメリットになることを明ら
かにする｡そして,メーカーが自ブランドの構築
を図るために小売業のCRMとコラボレーション
することが重要であることを指摘する｡
2.顧客の上位集中化と上位顧客の特性
(1)小売業の顧客構造は30/80/10の原則
企業の上位顧客の20%が企業の売上の80%を
占める,いわゆる, 20/′80の法則がある(Kotler,
1997)｡小売業については,およそ上位30%の顧
客で売上金額および租利益額の70%～80%を占
め,下位10%の顧客で利益を減少させる｡中で
も,上位10%の顧客は売上金額の40%,粗利益
の45%程度を占め,上位10%の顧客は最優良顧
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客といえよう｡また,これらの優良顧客の客単価
は高く,さらに,来店頻度も多い｡そして,特売
に対する反応度も低く,したがって,多くの利益
を提供してくれるのである(中村, 2000, 2005)｡
図表1は,スーパーマーケットの顧客を購買金
額の上位の順位に並べてその実績を調べたもので
ある｡上位10% (階層1)の顧客は店舗の売上金
額の39.9%を占め,租利益の44.4%を占めてい
る｡また,月間の来店頻度の平均は15.7回(1
週間に4回程度来店)であり,客単価の平均は
2,830円である｡さらに顧客1人当りの租利益率
は17.8%であり,特売で購買する特売比率は
43.48%である｡
一一万,下位100/o (階層10)の顧客は,店舗の
売上金額の0.6%を占め,粗利益の0.4%を占め
ている｡また,月間の来店頻度の平均は1.2回で
あり,客単価の平均は572円で階層1の1′′5であ
る｡さらに顧客1人当りの租利益率は10.5%で
あり,特売で購買する特売比率は48.7%であり,
階層1とは大きな隔たりがある｡
このように,小売業の顧客には階層1の優良顧
客が存在する一方で,階層10の小売業の業績に
あまり貢献していない顧客がいるのである｡した
がって,小売業は商圏のすべての顧客に平等に
マーケテイング資源を提供する(例えば低価格の
ロスリーダー商品をおとり商品としてチラシに掲
載し,集客する方法)より,これら上位の優良顧
客により多くのマーケテイング資源を提供するほ
うが効率的および効果的なマーケテイングを展開
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することができると考えられるO ロスリーダー商
品を目的に来庖する顧客はロスリーダー商品のみ
を購入 し， それ以外の商品を購入 しないことが多
く， したがって， これらの顧客の客単価は低くな
り， 庖舗の貢献度は低い口
(2)優良顧客の小売業のマーケテイング
戦略の転換
優良顧客と長期によい関係を構築することがで
きると， 企業は顧客から多くの恩典を享受するこ
震語，
顧客の特'1主
とができるO 図表2 は顧客と長期に良好なリレー
ションシップを構築するとどのようなメリットが
得られるか示 したものであるO 初年度は顧客獲得
のためのマーケテイング・ コストがかかるために
マイナスであるが， 次年度からはまずベースライ
ン利益が発生するO ベースライン利益とは， 時間
や顧客のロイヤルティや効率などに影響されない
基準の利益であるo さらに， ロイヤルな利益が発
生するO ロイヤルな利益とは， 例えば， 品揃えに
詳 しくなる結果， 客単価や購買金額が増加 してく
(居舗:Fチェーンy hS， 期間: 1998年 10月 26日�11月 25日)
累積構成比 購買頻度 購買金額 客単価 粗利益率 特売比率
階層 人数 取引回 数 数量 金額 組利益 (回/月) (円/月) (円/回) (率/客) (率/客)
420 30.33% 38.58% 39.90% 44.44% 15.7 44，338 2，830 17.81% 43.48% 
2 419 49.90% 58.34% 59.66% 63.78% 10.1 22，017 2.173 15.65% 46.63% 
3 420 62.77% 70.90% 72.34% 76.21% 6.7 14，089 2.118 15.67% 46.60% 
4 419 72.57% 79.92% 81.22% 84.00% 5.1 9.890 1.949 14.03% 47.40% 
5 420 80.91% 86.79% 87.76% 89.74% 4.3 7，265 1，686 14.05% 
6 419 86.84% 91.58% 92.47% 93.95% 3.1 5，252 1.711 14.28% 48.34% 
7 420 91.45% 95.17% 95.77% 96.66% 2.4 3，668 1.541 13.12% 47.03% I 
8 419 95.03% 97.62% 98.00% 98.39% 1.9 2，483 1.341 12.43% 48.58% 
9 420 97.76% 99.25% 99.41% 99.61% 1.4 1.558 1.103 13.86% 45.24% 
10 419 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 1.2 663 572 10.51% 48.70% 
合計 4195 5.2 11，126 2，151 15.99% 45.59% 
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るD 優良顧客は来庖頻度や客単価が高くなる傾向
にあるO さらに， 顧客が企業にロイヤルになるに
つれ， 企業に余分なコストをかけなくなるD 例え
ば， 通信販売では優良顧客になるにつれ注文のま
ちがいや返品などが減少するO さらに優良顧客は
口コミによって新規顧客を獲得してくれる。 一般
的に， 口コミによって獲得された顧客はチラシな
どの価格プロモーションにつられた顧客より質が
高いと言われるO そして， 最後に優良顧客は， 価
格感度が低く， したがって， 高価格で商品を購買
してくれるO
(3)顧客の離脱率と業績
当然で、はあるが， 小売業の顧客を1 00%維持す
ることはできない。 図表 3 はドラッグストアの各
1年間の顧客の離脱率をしめした図であり， 棒グ
ラフの中に表示しである数値は離脱率であり， 離
脱率の上に表示してある数値は対前年比売上高増
加率であるO
例えば， B 庖の顧客離脱率は11.8%であり，
対前年比売上高は1 00%で横ばいであるO あるい
はE 庖の顧客離脱率は1 8.5 %であり， 対前年比
売上高は1 02%で微増であるO これら2庖は離脱
率が他の庖舗より低く， したがって売上高の減少
を免れているのであるO 一方， F 庖の顧客離脱率
は44. 7%で 対前年比 売 上 高 は 91%， C 庖 は
31. 2%で対前年比売上高は 94%と減少している。
もちろん， 新規顧客の流入もあるので， 一概には
言えないが多くの庖舗では顧客の離脱率と売上高
は関係があり， 離脱率が高いと売上高は減少して
いく傾向にあるO
G歯
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(4)小売業のマーケテイング戦略の転換
以上のように， 小売業の顧客には商圏に存在す
る見込み客， 新規に庖舗を利用する新規トライア
ル顧客， 他の庖舗も利用しながら自庖を利用する
買い回り顧客， 自庖をいつも利用してくれる優良
顧客， かつて顧客であったが何らかの理由で離脱
してしまった離脱顧客が存在するO したがって，
小売業の戦略としては新規の顧客を獲得する「新
規顧客獲得戦略j， 買い回り顧客を優良顧客にす
る顧客の「ランクアップ戦略j， 離脱した顧客を
再び自庖の顧客とする「顧客回復戦略j， 現在の
優良顧客が離脱しないように維持する「優良顧客
維持戦略」が必要となる(図表4参照)。
3 0/80/1 0 の原則とマーケテイング資源の効
率化を考慮すると， 小売業は新規顧客の獲得より
既存顧客の維持にマーケテイング資源を投入した
方がよい。 中でも「優良顧客の維持戦略Jおよび
「顧客のランクアップ戦略」が必要であるO つま
り， 小 売 業 は 優 良 顧 客 や買いまわり顧客と の
C RMの構築が必要なのであるO
3. メーカーの対応
(1)届舗の優良顧客と庖舗カテゴリーの
ユーザーの関係
小売業の顧客維持戦略にメーカーはどのように
対応していくべきであろうか。 メーカーにとって
の関心は， 自ブランドの売上やマーケット ・ シェ
アの拡大である。 あるいは， 自ブランドが含まれ
る商品カテゴリーの売上の拡大であるO つまり，
メーカーが小売業とコラボレーションを行う際の
メリットは自社ブランドの売上やマーケット ・
シェアの増加あるいはカテゴリーの売上や利益の
増加を目的に取り組むことになるo
ここで， 小売業の優良顧客がどの程度商品カテ
ゴリーを購買しているか確認をしてみよう。 図表
5 は小売業の優良顧客である上位1 0%の最優良
顧客の商品カテゴリーに占める購買金額の構成比
および上位 3 0%の優良顧客の商品カテゴリーに
占める購買金額の構成比をみたものであるO 例え
ば， トマト・ 野菜ジュースでは上位1 0%の最優
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小売業の戦略
優良顧客維持戦略
上位20%へ-30%の顧客で売上S
利益の70%�80%を占めるので、
企業の業績に及ぼす影響力1大きい
ので維持すべき
顧客のランクアップ戦略
追加的販売による購買頻度および
客単価の増加による優良顧客へラ
ンクアップ
新規顧客獲得戦略
商圏内の見込客を新規トライアル
顧客にする
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良顧客がトマト・ 野菜ジュースの購買金額 の
45%を占め， 上位3 0%の優良顧客で購買金額の
86%を占めているO 他の商品カテゴリーについ
てもおよそ同様の結果で， 上 位10%の顧客で
40%�50%強の構成比を占めているo そして，
上位3 0%の顧客で約9 0%前後の構成比を占めて
いるO したがって， メーカーにとっては小売業の
上位3 0%の優良顧客をターゲットにすることに
よって商品カテゴリーの売上の90%に到達でき
ることになるO
同様に， 商品カテゴリーの購買者の上位 3 0%
のヘビー・ ユーザーが小売業の優良顧客である割
合は 80%程度に達する(面谷， 2 004) 0 面谷によ
れば， カップ麺の購買者のうちカップ麺の購買者
の上位 3 0%のヘビー・ ユーザーが庖舗の優良顧
客である比率は 80%前後に達するO
以上のことから， メーカーは小売業の優良顧客
上位3 0%をターゲットにすることによって商品
カテゴリーの 80%に達することができるし， ま
た， 商品カテゴリーのヘビー ・ ユーザーをター
ゲットにすることによって， 小売業の優良顧客に
アプローチ することになるO これらのことから
メーカーと小売業の共通のターゲットは小売業の
優良顧客や商品カテゴリーのヘビー・ ユーザーと
いうことになり， お互いの利害が一致することに
なる。
震国防
主要食品・日用雑貨メーカー27社の売上高と流通販売促進費比率の推移
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4. メーカーと小売業のコラボレーションの
非効率化
以前， 最寄品のメーカーのマーケテイングは，
テレビ広告などにより自 社ブランドを消費者に認
知させ， 庖舗に来庖してもらい， 認知した自社ブ
ランドを指名買いをしてもらうというものであっ
た。 しかし， 約15年前に消費者のブランド選択
は応舗に来底する前ではなくて， 庖頭で決定され
るということが明らかになった。 つまり， 最寄品
はj古内における購買意思決定率が高く，例えば
スーパーマーケットでは 76 %に達することが明
らかになった(青木 ・ 田島，1989) 0 その内訳は
「純粋な衝動購買」が15%， í特売などによる条
件購買」が27%， í関連購買」が 6 %， í広告な
どの想起購買」が28%であった。 それ以来， 各
メーカーは!苫頭を重視しはじめ， 小売業の庖頭販
冗促進に多くの予算を投入するようになったので
あるO そして， 多くのメーカーが小売業の特売プ
ログラム， 販売促進売場での陳列， チラシへの協
賛等の価格プロモーションに流通販売促進費を投
資してきた])。
図表6 は最近10年間の主要食品・日用雑貨
メーカー27 社の売上高(10億円)と流通販売促
進費比率の推移を示したものであるo 1994年の
流通販促費比率は 9 . 7%であった が，200 3年に
は12.9%まで上昇しているD 一方， 売上高の推
移をみてみると， 販売促進費が増加しているにも
かかわらず売上高は増加せず， 横ばいあるいは低
下傾向であるo つまり， 流通販売促進費の効率が
低下してきているのであるO この結果， 多くの商
品が特売で購買されるようになってきており， も
はや通常価格では購買されなくなってきているO
その結果， 価格が次第に低下しブランドが価格で
しか購買されなくなりコモデイティ化してきてい
るのであるO
図表 7 は一例であるがGMSにおける特売比率
と値引き率をみたものであるO カップ麺の特売比
率は 72%， 平均値引率は24%(200 3年は23%)， 
発泡酒の特売 比率は 53%， 平均値引率は 7 %
(200 3年は 6 %)， 乳酸菌飲料の特売比率は46 %，
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平均値引率は12%(200 3年は11%)， 歯磨き の
特売比率は63%， 平均値引率は15%(200 3年は
14%)という具 合に特売で購買されている比率が
高く， 値引き率も年々増加する傾向にあるO
このように， メーカーと小売業のコラボレー
ションは必ずしも効率的ではない。 メーカーに
とっては小売業への販売促進費が増加する一方で，
ブランドが特売でしか購買されず価格が低下し，
ブランドの価値が低下することにつながっている
のであるD
5. ブランドに対する顧客価値を高める
ためのコミットメントの確立
メーカーとしてはブランドの価値を適切に消費
者にコミュニケーションし， ブランドと顧客の関
係を継続的に， また， 安定的に維持する必要があ
るO ブランドと顧客の関係に直接影響を及ぼす要
因で， 顧客のブランドに対する愛着をコミットメ
ントという(Geyskins et al.， 1996 ) 0 このコミッ
トメントには以下の二つのタイプがあるO つまり，
ブランドから得られる金銭的ベネフィットなどを
考慮した上のコミットメントである計算的コミッ
トメント( c a 1c u lative commitment) とブランド
と顧客の一体感や同一視やブランドへの感情的愛
着である感情的コミットメント( a宜ective com­
mitment )であるO
特売などの価格プロモーションは計算的なコ
ミットメントを高め， ブランドの品質や性能， イ
メージなどのポジテイブな情報の提供は感情的な
コミットメントを高めるO 企業にとってブランド
の価値を高める最良の方法は感情的なコミットメ
ントを高めることであることはいうまでもない。
これまで， その方法としてマス広告がその役割を
t旦ってきた。 しかし， íテレビをつけているのと，
見ているのは違うJ(Kotler ， 2004)， とい うよう
に今日ではリモコンが普及し， コマーシャルは容
易にスキップされるO また， HDDレコーダーの
所有者の過半数は CMをスキップするという報
与もされている(野村総 合研究所，200 5) 0 また，
インターネットの普及にともない， テレビのゴー
ルデンタイムにネット利用者が急増しており， テ
レビを見ながらネットを利用する消費者の数が増
加している(日経ビジネス， 2 004) 0 このような
状況を考慮すると， テレビ・ コマーシャルの効果
は従来ほどないのではないかといった疑問が湧い
てくるO また， テレビ・ コマーシャルなどのマス
広告のコストは高く， どのメーカーも利用できる
というわけではない。
このようにマス広告によって， ブランドの感情
的なコミットメントを高めることについては， コ
ストも高く効果についても疑問が残るO また， そ
の効果も測定しにくい。
6. 小売業とのコラボレーションによる
効果的・効率的なCRMに向けて
前 段で述べたように， 小売業は FSP( フリーク
ウェント・ シヨツノTーズ・ プログラム )と呼ばれ
るカード・ プログラムを展開し， 優良顧客をター
ゲットとした顧客維持のマーケテイングを展開し
てきているO これまで、小売業は POSデータを利
用 しながらマーチ ャンダイジングの意思決定を
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ランドの価値を高めていくことにつながることを
認識すべきであるO その際に以下の点に留意して
おくべきであるO
(1)適切なターゲットの抽出
メーカーが小売業とのコラボレイテイブ CRM
を実行していくために， まず実行すべきはター
ゲットを明確にしたマーケティングであるO 英国
のT es co は FSPで有名な小売業であるが， 同社
の FSPで あ る「ク ラ ブ カ ー ド」の 発行枚数
は， 2， 000万枚(全人口の1/3 )でカード提示率
は 9 0%であるO 同社はカード会員のダイナミッ
クな顧客セグメンテーションを行っており， それ
は， ライフステージ分類軸と購買履歴による分類
軸とR F M( recency， fr equency， manetary)によ
る分類軸の 3 つの分類軸によってセグメントを作
成するO そして， 各セグメントの特性におおじた
販売促進， 価格プロモーション， プライベート・
ブランドの開発などを行っているO 例えば， 販売
促進では， 年4 回の情報誌を発行し， その情報誌
はセグメントごとに異なるクーポンが印刷され配
布されるO それらのクーポンの回収率は 9 0%に
行 っ て き た のだが， FSPに よ っ て 顧 客 デ ー タ 達するO メーカーは自社ブランドのクーポンを適
(ID付-POSデータ )を入手できるようになった。 切なターゲットに配布し， 回収率をあげることが
POSではいつ， 何が， 何個販売されたかが瞬 時
にわかるように なったカえID付ーPOSデータに
よって誰が購買したが瞬時にわかるようになって
きた。 そして， 自庖の優良顧客が誰で， どこに住
んでおり， どのようなデモグラフイック属性なの
かを知ることができるo ID付 POSデータによっ
て顧客維持 マーケ ティング， すなわちカスタ
マ ー・ リ レ ー シ ョ ン シ ッ プ・ マ ネジ メ ン ト
( CR M) が可能になってきているのであるO
このような小売業の CR Mに対応するために，
前 述したようにメーカーは「庖舗の優良顧客と庖
舗のカテゴリー・ ヘビー・ ユーザーJが同一であ
ることを認識し， 庖舗の優良顧客の維持に積極的
にコラボレーションすべきであろうO そのことが
メーカーの実績を向上させると同時に小売業の顧
客維持にも貢献することになるのであるO つまり，
小売業の CR Mに関与していくことで， 自社のブ
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できるのであるO ターゲットの選択については
メーカーからの提案も重要であるO 山梨県にある
スーパーマーケットの(株)オギノは， メーカー
からターゲットに関する仮説の提案をもとにダイ
レクトメールによるポイントのクーポンを顧客に
送付し， 高い回収率を達成しているO 例えば， 宝
酒造は， 食品の上位購買者でお酒をあまり購買 し
ていない下位の顧客に， 同社のブランドである
「天J， I本辛欄酒J， I祝彩」を購買すると10 ポイ
ント， 2 0 ポイントが得られるダイレクト・ メー
ル・ クーポンを送付し， クーポン回収率を43%
まで高めているO このようにターゲットを適切に
選択することによって， 高い反応率を得ることが
できるO
(2)適切な媒体の選択
今日， FSPを展開する小売業は庖内および庖外
専修ビジネス・レビ‘ユー(2006) Vol.l NO.l 
で消費者に訴求するさまざまな媒体をもつように
なってきているO 従来， 小売業の主たる媒体はチ
ラシや庖内の大量陳列であったO これらの媒体で
は価格訴求が主となり， メーカーのブランドの感
情的コミ ットメントを高めるための商品情報等の
コミ ュニケーションはむずかしかったO しかし，
今日では庖外， 庖内ともに情報提供が可能な流通
媒体が登場してきているO 図表9 は庖内 ・ 庖外の
小売業がもっブランドのコミ ュニケーション媒体
であるO こららの媒体を通じてブランドの情報を
提供することによって， ブランドに対する顧客価
値を高めていくことが可能であるO 以下に図表9
で紹介した各媒体について簡単に説明をしておくO
⑨庖頭コミュ二ケーション媒体
-棚割り:定番売場における商品の陳列
・ クロス MD:関連する商品の陳列(定番売場，
プロモーション売場合む)
・ パ ッケ ージ:パ ッ ケ ージに添付さ れ たIC
チップ( RFID)によるトレーサビリティの
情報提供
・ フリーペーパー:小売業が来庖客のために作
成する情報誌
- キオ スク端末:庖内の入口等に設置された端
末で情報提供のための端末(例えば， ローソ
ンに設置されているロッピ ーなど)
-レジ ・ マーケティング: 顧客に対応したレ
ジ ・ クーポンなどの発行
.社員向けEラーニング:小売業が庖舗担当
者にWebなどを利用して商品知識などを教
þ:; 同
⑨居外コミュ二ケーション
. Q Rコード:2 次元バ ーコードによる情報提
供で， チラシなどに印刷され携帯電話を利用
して情報取得できる
-携帯 モパイルサイト:小売業が携帯電話の
メールアドレス登録者に対して様々な情報を
\\
\\
\\ー/
////
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提供する
・ 流通 PC サイト: 小売業が展開するホーム
ページにパナーなどによって商品案内やプロ
モーションの案内を提供
- メーカーのサイト:メーカーが展開するホー
ムページ
そ して， 実行 した結果を測定する必要があるO
ブランドに対する顧客価値は態度面の価値と行動
面の価値の両方があるが， FS Pによって簡単に測
定できるのは行動面のブランドの顧客価値であるO
それは， 例えば以下のように測定することができ
る(シュルツ， 200 5) 0 
ブランドに対する顧客価値=px BRxS O PxCM 
ただ し，
P 購買経験率( カテゴリー購買顧客に占める
自社ブランドの購買顧客)
BR カテゴリーの購買金額(顧客のカテゴリー
の期間購買金額 )
sop=顧客内ブランド ・ シェア(顧客のカテゴ
リー購買額に占める自社ブランドの購買
額 )
CM =収益貢献額( 顧客の総購入額のうち自社の
収益につながっている金額)
(3)コラボレイティブCRMに向けて
今後とも消費者の最寄品の庖内の購買意思決定
率は上昇する傾向にあると予想され， 庖頭におけ
るブランドの庖頭コミュニケーションの重要性が
かわることはない。 また， 消費者の居内滞在時間
は減少 してきており， より効果的効率的なコミュ
ニケーションが望まれるO
そのためには， 小売業の顧客データを有効活用
し， ブランドの顧客価値および、小売業の顧客価値
を高めることである。 小売業とメーカーの利害が
一致するのは， 小売業の優良顧客と庖舗の商品カ
テゴリーのヘビー ・ ユーザーは同一 の顧客である
という点であるO したがって， 両者のターゲット
である庖舗優良顧客あるいは商品カテゴリーの庖
舗ヘビー ・ ユーザーに適切な媒体を通じてリーチ
し， ブランドのコミュニケーションをはかつてい
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コラボレイティブCRM
くことによって小売業およびメーカーはWin-Win
の関係を構築することができるO
J王
1)最近， メーカーと小売業のコ ラボレーションは， カ
テゴリー ・ マネジメント戦略に代表されるように，
特定のカテゴリーの売上や利益を増加させる戦111告と
してメーカーと小売業問で実行されるようになって
きている。 カテゴリー・ マネジメントとは， I小売業
とメーカーがカテゴリーを戦略的事業単位として管
理し， 消費者価値の提供に焦点をあてることによっ
て， 売上や利益の向上を促進するプロセス」と定義
される(ECR Europe， 2002)。
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